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Seismic design and performance evaluation method for collapse prevention of steel building structures against huge earthquake ground 
motions beyond the current seismic design level were investigated in this research. Multi-cycle loading test of square hollow section 
columns, earthquake response analysis of model buildings and shaking table test of SHS columns were conducted. From the results of 
these tests and analysis, ultimate-limit-state evaluation formula for SHS columns and seismic design method for collapse prevention 

of steel building structures against huge earthquake ground motions were presented in this research.  
［研究開発の目的及び経過］ 

相模トラフ沿いの地震等、今後発生が懸念される首都

直下地震や巨大海溝型地震では、これまでの設計の想定

よりも大きな地震動が建築物に作用する可能性がある。

このような地震動では、現状の耐震基準で設計されてい

る建築物にも大きな被害が生じる可能性があり、建築物

の倒壊や崩壊を防止するためには、建築物の終局状態の

挙動の解明と倒壊防止のための評価法、設計法の確立が

急務と考えられる。

本研究では、鋼構造建築物を対象として、柱部材の局

部座屈や破断に伴う耐力劣化現象の解明と疲労限界性能

の検討を行い、建築物の倒壊や崩壊を防止するための評

価法や設計法を検討する。また、地震時の鋼構造建築物

の損傷検知手法について、外装材等の非構造部材の影響

に関する実験的検討や実用化に向けた実証実験を行う。

［研究開発の内容］ 

本研究では、上記の研究目的に対応して、以下の 3つ

の研究項目について検討を行う。 

1) 柱部材の破断等に関する終局限界性能の検討

鋼構造柱部材の繰り返し変形に対する局部座屈や破断

までの限界性能に関する実験と限界性能曲線式の検討。 

2) 建築物の倒壊防止のための評価法と設計法の検討

梁や柱部材の破断等による建築物の倒壊を防止するた

めのエネルギー法による安全性評価法と振動台実験によ

る検討。 

3) 非構造部材の影響を考慮した損傷検知手法の検討

地震計の加速度記録を用いる方法の非構造部材の影響

に関する振動台実験と実用化のための実証実験。 

［研究開発の結果］

1) 柱部材の破断等に関する終局限界性能の検討

繰り返し変形に対する角形鋼管柱の局部座屈等による

耐力劣化までの限界性能を把握するため、鋼管柱試験体

の多数回繰り返し載荷の実験を行った 1)。振幅、幅厚比、

軸力比等をパラメーターとした 48体の試験体の実験結果

を整理し、柱の局部座屈及び破断で決まる限界性能評価

式をそれぞれ提案した。図 2 に、局部座屈の評価式（幅

厚比 20、25、30を例示）と破断の評価式を示す。 

図１ 提案した評価式による繰り返し性能の例示 
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この図から、振幅が小さい場合や幅厚比が小さくなる

場合に、終局状態として破断が生じやすくなることがわ

かり、実験結果を反映した限界性能評価式を構築するこ

とができた。 

2) 建築物の倒壊防止のための評価法と設計法の検討

極大地震動に対する建築物の倒壊に対する安全性を検

証する方法として、エネルギー法告示による方法を検討、

提案した。それを用いて、5 つの建築物の安全性検証を

行った。ここでは例として、8 層事務所建築物の結果を

表 1 に示す。ここで提案された検証方法を用いて設計と

評価を行うことで、設計者は、地震動の特性とレベル及

び設計条件（梁端部仕様やダンパー強度等）によって、

どのように性能（必要エネルギー∕保有エネルギー）が

変化するか、容易に比較可能となる。 

表 1 8層建築物の地震動と設計条件による性能比較 

既往の研究の角形鋼管柱の一定振幅の繰り返し載荷実

験の妥当性を検証するために、写真１に示す加振装置に

よって、地震動特性、幅厚比、軸力比をパラメーターと

した 18体の鋼管柱試験体の振動台実験を行った。図 2に、

この振動台実験の結果（ライン）と既往の静的載荷実験

の結果（プロット）を塑性率振幅と繰り返し回数の関係

で比較して示す。幅厚比に応じて性能が区分されること

がわかり、両者は概ね同程度の傾向となり、静的載荷実

験の結果は地震応答下でも有効であることが確認できた。 

3) 非構造部材の影響を考慮した損傷検知手法の検討

本研究では、地震計の加速度記録の積分と梁端部の限

界性能評価式から損傷度 D を計算して建築物各層の損傷

を推定する方法を提案した。その実用化技術の検討とし

て、実際の建築物に地震計を設置し、実証実験を開始し

た。写真 2 は、地震計を設置した７階建て建築物と各階

に設置した無線式地震計である。図 3 に示すような被災

状況を表示する PC を事務室に設置した。この図は、R3

年 10月 7日の震度 5強の地震における、当該建築物の地

震計の観測記録から計算した PC画面上の被災状況の表示

である。このように、建築物の管理者は、設置した PCの

画面から、被災状況（無被害）を確認することができる。 
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写真 1 角形鋼管柱の振動台実験のセットアップ 

図 2 静的載荷実験と振動台実験の比較 

写真 2 地震計設置建築物と各階の無線式地震計 

図 3 PC画面の被災状況の表示例（R3.10.7 の地震） 
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